　　保証債務の履行に伴う資産の譲渡と課税の特例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税理士　田添　正寿
　問題の所在

　（１）はじめに

　民法第446条において保証人の責任が定義されている・・・保証人は主たる債務者がその債務を履行せざる場合においてその履行を為す責めに任ず・・・が、租税法においては、所得税法64条第2項において保証債務の履行に伴う資産の譲渡の特例が規定されている。この税法上の保証の範囲がどの程度においてあるいは、どのような状況において適用され得るのであろうか。

　所得税法における保証債務の履行に伴う課税の特例が規定は、主たる債務者が資力を喪失していない状態のときに、保証人が主たる債務者のために債権者と保証契約を締結していた場合において、その後、主たる債務者が資力を喪失する状態に陥るなどのためにその債務の弁済をしないため、保証人がその債務の履行をするためにやむを得ず資産を譲渡して弁済したが、求償権の行使が不可能であるという場合にその資産の譲渡所得はなかったものとみなすという趣旨のものである。

　すなわち、民法の規定にいう保証人の責任を果たす場合の税負担の軽減規定である。しかしながら、所得税法64条第2項の保証の規定はかなり厳格に解されており、実務上課税要件を満たす場合は少ないというのが現状である。これは、民法の規定の解釈と税法上の規定の解釈の相違からきているものも、少なくない。たとえば、保証債務の範囲や誰のための保証であり、保証債務の履行のために資産の譲渡がなされたのかといった場合における事実認定等が民法上と税法上との差異である。

　果たして両者の規定がどのような結びつきをもって運用がなされているのであろうか？この点につき考察をしてみたい。

　（２）貸付の無効と保証債務の履行

　保証債務の履行に伴う譲渡所得の課税の特例の実体的要件の一つに、「資産の譲渡時に保証債務契約が存在していたこと」がある。保証債務契約の存否は、この規定においてしばしば問題となるところである。つまり、契約において保証が真に存在していたのかといったことである。保証契約の成立については、日本の民法上特に書面による要式契約を要求していない。すなわち、贈与契約と同じように口頭においてもあくまで贈与は成立するといった諾成主義をとっているのである。しかし、実務的には保証契約が口頭でなされるようなことは少なく、通常保証契約書への署名、押印が伴ってはじめて保証契約が成立する。

　この点については、実務上も事実認定が困難な場合もあり、原始証憑が整っているかも問題である。裁決例等も挙げながら検討してみたい。

　（３）資産の譲渡による保証債務の履行

　次の問題点として挙げられるのが、保証債務を履行するために資産の譲渡を行っているのかといった問題である。民法においては、他人の債務を履行しない場合に、その債務を他人に代わって履行する責任を負う旨を定めているに過ぎず、特に履行方法については言及していない。ただ、租税法においては履行方法が重要である。単に保証人自らの預金を取り崩して債務の履行を行った場合には、何の税務上の軽減規定はないが、その債務の履行が資産の譲渡を伴っているものであれば、譲渡所得の負担を軽減するといった特例を適用することができる。この保証債務の履行手段についても検討する。

　（４）求償権の行使不能の存否

　保証人が主たる債務者に代わって弁済した場合、主たる債務者に対して求償権を得ることができる。求償し得る範囲としては、法定利息のほか避けられなかった費用その他、損害の賠償も得られることが定められている。受任者の費用償還請求権と同じ趣旨である（６５０条１、３項）。民法においては、この求償権が行使不能であるかどうかは、問題視されていない。租税法においては、主たる債務者に対して真に求償権を行使することができないかどうかは重要な要素である。その判断基準については、相手方の資産状況、支払能力等を総合判断したところによるが、一定の事実が生じた場合を所得税法基本通達64-1、51-11において定めている。この事実に該当したかどうかが問題となるため、この点についても検討してみたい。

　（５）求償権の範囲

　求償権の範囲がどの金額までをいうのかについて、民法上と税務上とにおおきな差異がある。民法の規定においては、求償権の範囲を条文上明確にしているが、税法上規定が存在しないため、実務上も民法に従って判定すべきものと思われがちである。しかしながら、この点につき税法上争いがあり、裁決例において明らかにされているが、税法の規定が一般法に基づくものであるにもかかわらず、相違が存在することについては大きな問題といえるだろう。

　（６）保証債務の相続

　主たる債務者の保証人となっているものが、相続人であった場合において相続が発生した場合債務の承継による債務者と保証人という二重の立場におかれることとなる。このようなケースにおいて、資産の譲渡により債務の履行をした場合、果たして単なる債務の履行とみるのか、あるいは保証債務の履行とみるのかによって、所得税法64条2項の規定の対象となるのか大きな違いが生じることになる。また、相続が開始する前に、保証債務の履行義務が確定していた場合にはどのような扱いになるのであろうか？民法の相続の問題とも絡む点から考察してみたい。

　（７）債務の保証時における主たる債務者の資力の状態

　主たる債務者の保証人となる資格については、民法の規定（450条1項）において明確化されている。民法に定めた要件を満たさない保証契約は、債務者の義務不履行の扱いになり債務者は期限の利益を失い、債権者側が契約を解除することができることになる。（541条）税法において、債務の保証時に主たる債務者が資力を喪失していた場合、その事実を債務の保証時に知っていたにもかかわらず保証契約を締結した場合、保証人は主たる債務を履行したことにより、主たる債務者への贈与の問題あるいは利益供与の問題が発生することになる。

　この点についても、検討してみたい。

２．実務上の取扱い

（1） 保証債務の存否

　保証債務の履行の範囲は、所得税法において以下のような場合に限定されている。

法６４条２項に規定する保証債務の履行があった場合とは、民法４４６条（保証人の責任）に規定する保証人による債務の履行があった場合または民法４５４条（連帯保証人の両抗弁権）に規定する連帯保証人による債務の履行があった場合があった場合をさす。また、次の通達上の求償権も含む。

1 不可分債務の債務者の債務の履行があったとき

2 連帯債務者の債務の履行があったとき

3 合名会社または合資会社の無限責任社員による会社の

債務の履行があった場合

4 身元保証人の債務の履行があった場合

5 他人の債務を担保するため質権もしくは抵当権を設定した者がその債務を弁済しまたは質権もしくは抵当権を実行された場合

6 法律の規定により連帯して損害賠償の責任がある場合において、その損害賠償金の支払があったとき　

　　上記の規定のいずれかに合致する場合には、特例の規定がある。後述する判例においては、債務保証契約締結が民法上無効であるとして、無効に伴い保証債務の履行があったとはいえない事例が興味深い。民法上の争いと租税法における取扱いとが厳格に解釈されているものであるといえる。

（2） 保証債務の履行手段

　保証債務の履行が資産の譲渡によって行われたものであるかどうかの事実認定は、重要である。例えば借入金で保証債務を履行した場合についての扱いがどのようになっているであろうか。保証債務の履行時に土地を担保にして銀行からの借入を行い、その借入金によって債務を履行し、その後土地を譲渡して借入金を返済したといった場合である。所得税法６４条２項は、保証債務の履行を借入金により行い、その後借入金を返済するために資産の譲渡を行った場合には、その資産の譲渡が保証債務の履行をした日からおおむね１年以内に行われているときは、実質的に資産の譲渡代金により保証債務の履行を行い特例の適用がある旨規定されている（所得税法基本通達６４－５注書）。また、その借入金の返済のために資産の譲渡が保証債務の履行の日から１年を超えてなされた場合であっても、その譲渡が実質的に保証債務を履行するためのものであることについて納税者の方が立証したときは、保証債務の特例を受けることができる（所得税法基本通達６４－５）。

　借入金による場合については、借入金の返済という債務が依然残っているため、保証債務の履行による資産の譲渡とみなしているが、保証人自らの預金を取崩し、その後資産を譲渡して預金の穴埋めを行ったようなケースにおいては、特例の適用がない。
（3） 求償権の行使不能の存否

　特例の適用要件のひとつである「求償権の行使不能となったとき」とは、求償権の相手方たる債務者について、破産宣告、失跡、事業閉鎖等の事実の発生又は債務超過の状態が相当期間継続し事業再興の見込みもないことその他これに準ずる事情があるため、求償権を行使してもその目的を達せられないことが明らかになった場合をいう。つまり、保証人が一方的に求償権を放棄したような場合においては、特例の適用が受けることができないのである。主たる債務者の資産状況等を精査し、求償権の存否を証明しなければならない。この点が、実務上困難である。

　また、実務界において個人の保証債務特例が、その法人（主債務者）が解散しない限り特例は認められないという認識があったが、平成１４年１２月２５日付で国税庁がこの点につき明確な取扱いを文書回答
で行っている。それによると、法人の経営が行詰ったため、法人の代表者が、その法人の債務にかかる保証債務を履行した場合で求償権を行使することができなくなるケースにおいて、代表者等が求償権を放棄することにより、法人の再建を目指す場合や、廃業に向いつつもまだ法人が解散に至らない場合にも本特例の適用がある。

（4） 求償権の範囲

民法における求償し得る範囲は、法定利息のほか避けられなかった費用その他、損害の賠償も得られることが定められている。受任者の費用償還請求権と同じ趣旨である（６５０条１、３項）。しかしながら、租税法における求償権の範囲については相違があり、保証債務の履行に関連して発生した債務（利息、損害賠償額、弁護士費用等）であっても、保証債務の履行としての特例を受けることができないのである。これは、後述の裁判例においても明確にされているため、参照されたい。

（5） 保証債務の相続

　相続人が履行した保証債務の取扱いは、税務上どのようになっているのであろうか？被相続人の保証人となっていた相続人が、被相続人の債務を承継した場合においては、民法における混同（民法４３８条）により、保証債務は消滅することになり主たる債務者となることになる。相続後において、資産の譲渡により債務の履行を行ったとしても、それは主たる債務の履行であり、保証債務の履行とはならないため特例の適用を受けることはできない。一方で相続が開始される前に、相続人が被相続人の保証債務につき既に保証債務の履行が確定した場合においては、相続した資産を処分して保証債務の履行をしたときは、特例の適用を受けることができる（所得税基本通達６４－５の３）。

　民法において主たる債務者が死亡し、相続人が限定承認した場合について争いがあった。判例において、このケースについてこの場合の相続人は主たる債務はそのまま承継し、ただ責任が相続財産の範囲に限定されるだけである（民法９２２条）との見解があり保証人の責任を軽減はしていないのである。

（6） 債務の保証時における主たる債務者の資力の状態

　特例の適用要件の一つに、債務の保証時に主たる債務者が資力を喪失していた場合、その事実を債務の保証時に知らなかったことがある。保証人となる者が、ある会社の債務を保証した時点で、その会社が経営危機の状態にあった場合には当初から求償権の行使による回収が不能であった状態で保証したこととなり、これは当初からその会社に対して保証人が利益供与をしたことと同じ事であり、この特例の対象とならないことは明らかである。また、民法においては保証契約が債務者の義務不履行の扱いとなる。したがって民法上も保証契約は成立していないことなり、租税法においても当然に適用がないことは明確である。

３．裁決例・裁判例

　（１）保証債務の存否　　員外貸付に係る損害賠償と特例の適用

　　（a）事実の概要
Ａ農協は、Ａの組合長であったＸの知人である甲（農協組合員でない）に資金の貸付けを行った。甲は、事業資金を必要としていたが借入先の金融機関がなく資金繰りに窮していた。そこで、Ｘは甲のために組合員資格を有しない借受名義人を事後的にＸの関係する住居を住所としたように偽装させて組合員であるかのように貸付けをＡ農協に行わせた。

　　　　　　Ａ　→　甲　　資金の貸付け

　　　　　

　Ｘは、履行の責任を負うとの保証契約

　　　　　及びそれに伴うＸの土地に対する根抵当権設定契約

　　　　　　（ＸのＡ農協に損害を与えないための契約）

　　その後本件土地を１億５１１９万円で譲渡し、その譲渡代金のうち１億５０００万円を保証債務（Ｘが甲に対して行った違法、無効な貸付に係る、ＸのＡ農協への返済債務の保証）の履行として支払ったとして、所得税６４条２項を適用して確定申告を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　
　　　　　　　　　　所得税６４条２項の特例が認められるのか？

　　　　（b）判旨　　

1． Ｘは、Ａ農協に保証債務を負っていたとは認められず、ＸはＡ農協に対して損害賠償債務を負い、本件譲渡代金による支払はその弁済にあてられたものとする。

2． ＸのＡ農協に対する保証契約が成立していたとしても、その保証は本件貸付が違法、無効である以上その貸付自体ではあり得ず、不当利得返還義務ないし損害賠償義務についての保証と解するほかない。

3． Ｘの農協理事としての損害賠償債務と甲の不当利得返還債務（場合により、不法行為による損害賠償債務）とが、不真正連帯関係にたつ。
　　と判示し、以上のことから、所得税法64条2項の規定の適用については認められなかった。一方で、民法上も大きな争点が存在する。つまり、「員外貸付について判例は、法人の目的外の行為（43条）であることを理由に原則として無効としている。しかし、消費貸借が無効であっても金銭の授受が為されているから、甲の返還債務がなくなるわけではない。ただ、返還債務の性質が契約ではなく不当利得に代わることになる。そこで問題となるのは、Xの保証債務が、この不当利得返還債務にまで及ぶのか、それとも主たる債務が無効になるのに伴い、保証債務も無効になってしまうのかである。最高裁は、附従性を理由に、保証債務は不当利息返還債務にまでは及ばない、と判示した。」

　　（2）求償権の範囲　　保証債務を履行するための関連費用の支出と特例の適用範囲

　（a）事実の概要

　　Ｂ社、Ｂ社の代表取締役Ｃ

　　　　　　　　∥　６２００万円の保証
　　　　　　　　Ｘ　　　　　→　　　　Ａ社

　　　　　　　　３６７３万円で土地を譲渡

　　　　Ｂ社は、土地の譲渡代金及び借入金にて保証債務の履行

　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　所得税法６４条２項の適用

　Ｘは、「その履行に伴う求償権」の金額に、弁護士費用２２０万円及び訴訟費用５６万円が本件保証債務の存否、債務額の確定、支払等のために避けることのできない費用をも含めることができるのか？

　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　私法上の求償権の範囲は、民法４４２条が準用され、連帯債務における求償権の範囲と同じになり、弁済金、弁済日以後の法定利息だけでなく、訴訟費用及び執行費用も「避けることを得ない費用その他の損害」として含まれうることになる。　　　　

　　　（b）判旨

　　所得税法６４条２項にいう「求償権」の範囲を、私法上のそれよりも狭義に解する。

　　本条項は、「その履行に伴う求償権」の金額と規定しているところ、Ｘ主張の弁護士費用等は、本件保証債務の履行との間に因果関係はなく、また、保証債務の履行と同時に生ずるものではないから、その規定上それらを求償権の範囲に含めることはできない。　
　　
以上の裁決例に見られるように、民法上と租税法の求償権の範囲に相違が生じている。租税法が一般法に基づいて運用すべきものと考慮した場合適切な判例ということができるのであろうか？　
（３）保証債務の相続　　保証人による主たる債務の相続と特例の適用
　
　　　（a）事実の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　Ｘ１は、Ａ社より３億７０００万円の借入れを行った。Ｘ１の保証人としてその両親であるＸとＸ0が連帯保証人となった。その後Ｘ１が死亡し、相続分としてＸとＸ０が二分の一ずつ権利義務を承継した。その後、ＸとＸ０は、不動産の譲渡に係る売買代金を持って、Ａ社からの借入金を弁済した。

　　以上から、ＸとＸ０は、保証債務を履行するために各資産を譲渡したものとして、所得税法６４条２項の適用をした。

　　相続により、債務を承継し債務者の地位に至った場合において、連帯保証人との地位が重複するとき、本件の特例はあるのか？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　私法上、ＸとＸ０との連帯保証人としての地位のうち、それぞれ主たる債務者としての地位と重複することとなった本件借入金債務の二分の一が当然に消滅すると解すべき明確な実定法上の根拠はない。

　　　　（b）判旨　

　　連帯保証人が主たる債務者に係る相続につき、放棄することなく、相続するということは、私法上相続人が主たる債務者から相続した債務を自己の債務として承認するというものであるから、承認した債務に相当する部分については債務の引き受けと同様、相続人においてその弁済に伴う求償権の行使について期待していないことになるため、そのような主たる債務に相当する部分をも連帯保証債務の履行と評価すること自体、所得税法６４条２項の趣旨・目的に反することになる。

4. 考察

　実務において、金融機関等からの借入金に対する人的担保制度の活用はごく当然に行われている。これは、民法において人的担保を債権者の保護をより図るべく、規定しているからである。ただ、この人的担保制度が安易に使われてきた現代社会においては、連帯保証人制度が悲喜劇の源であるとも言われている。中小企業の多額の債務について、その中小企業者の代表取締役であればいざ知らず、代表取締役の親類または知人である場合にはおける悲劇は想像に難くない。つまり、何千万円といた債務の支払能力がなく倒産となれば、当然に支払能力のない代表取締役は個人破産となり、最終的に債務をすべて負うのは、その中小企業とはまったく関係のない者であることになる。このような、社会的問題について法的手当てはまったくなされていない。
　この点において、税務上に税負担の軽減規定が置かれていることは意味のあることである。資産の譲渡をしたことによって保証債務の履行をした場合においては、当然に担税力がないことから所得税法64条2項の規定は重要な意味をもつ。ただ、上述のようにこの適用規定が狭義に解されているため、適用を受けることのできる事案は少ない。
　保証人の保護を図るための制度であるためには、広義に要件を解して、なおかつ民法上の規定と税務の規定との取扱いを同一にしておく必要があるのではないだろうか？

　たとえば、上述したように民法上の求償権の範囲は、元本、遅延利息、損害賠償費用等の付帯費用も含む規定となっているにもかかわらず、所得税法64条2項においてはあくまで元本部分についてだけの適用である。担税力がないにもかかわらず、この部分についても税の軽減規定の適用がないのは趣旨に反しているのではなかろうか？

　また、預金による保証債務の履行は所得税法64条2項の適用がないが、借入による保証債務の履行については適用があるといった問題についても適用範囲の拡大を検討していく必要があるのではないだろうか？
　人的担保による保証制度が、保証人に多大なリスクを負わせるにもかかわらず保証債務の履行の事態となった際には、何ら保護される規定はなくすべての財産をも失いかねないものである。当然に社会的問題となっている人的担保に対する保護規定が必要といえるが、せめて税の軽減規定については、使い勝手のよい納税者の保護を図る制度であるべきであろう。

　　　　　　　　　　　　　
　　
　参考文献　　・内田貴『民法Ⅲ〔第2版〕債権総論・担保物権』東京大学出版会

　　　　　　　・遠藤浩・川井健・原島重義・広中俊雄・水本浩・山本進一編集『民法（4）債権総論〔第4版増補補訂版〕』有斐閣双書
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